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(57)【要約】
【課題】水面よりも高い位置にプラットフォームを構築
する際の現場での施工期間を従来よりもさらに短縮する
。
【解決手段】プラットフォーム本体部１２と、プラット
フォーム本体部１２に取り付けられた把持具１６と、プ
ラットフォーム本体部１２に対して上下方向に相対移動
可能な支持脚２２と、を有し、支持脚２２は把持具１６
によって把持されて、プラットフォーム本体部１２に対
して取り付けられており、かつ、支持脚２２の部位のう
ち、少なくとも、プラットフォーム完成時において干満
帯に位置する部位が、耐食性金属の無垢材で形成された
管で形成されているか、もしくは、耐食性金属が外表面
に被覆された鋼管で形成されていて、把持具１６は、支
持脚２２を把持する把持部１６Ａが、耐食性金属で形成
されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自己昇降式水域プラットフォームの支持脚の把持に用いる把持具であって、
　前記支持脚を把持する把持部が、耐食性金属で形成されていることを特徴とする把持具
。
【請求項２】
　自己昇降式水域プラットフォームの支持脚の把持に用いる把持具であって、
　前記支持脚を把持する把持部が、耐食性金属および該耐食性金属の表面に設けられた樹
脂層で形成されていることを特徴とする把持具。
【請求項３】
　前記耐食性金属は、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性を有
する金属であることを特徴とする請求項１または２に記載の把持具。
【請求項４】
　前記耐食性金属は、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、および
チタン合金のうちのいずれかであることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の把
持具。
【請求項５】
　前記把持部の前記耐食性金属の部位は、前記耐食性金属の無垢材で形成されているか、
もしくは前記耐食性金属が被覆されて形成されていることを特徴とする請求項１～４のい
ずれかに記載の把持具。
【請求項６】
　常時、水面より上に配置されていることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の
把持具。
【請求項７】
　プラットフォーム本体部と、
　前記プラットフォーム本体部に取り付けられた請求項１～６のいずれかに記載の把持具
と、
　前記プラットフォーム本体部に対して上下方向に相対移動可能な支持脚と、
　を有し、
　前記支持脚は前記把持具によって把持されて、前記プラットフォーム本体部に対して取
り付けられており、かつ、前記支持脚の部位のうち、少なくとも、プラットフォーム完成
時において干満帯に位置する部位が、耐食性金属の無垢材で形成された管で形成されてい
るか、もしくは、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管で形成されていることを特徴とす
る自己昇降式水域プラットフォーム。
【請求項８】
　水に浮かぶことを特徴とする請求項７に記載の自己昇降式水域プラットフォーム。
【請求項９】
　前記支持脚の前記耐食性金属は、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上
の耐食性を有する金属であることを特徴とする請求項７または８に記載の自己昇降式水域
プラットフォーム。
【請求項１０】
　前記支持脚の前記耐食性金属は、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバルト基合金、チ
タン、およびチタン合金のうちのいずれかであることを特徴とする請求項７～９のいずれ
かに記載の自己昇降式水域プラットフォーム。
【請求項１１】
　前記支持脚の前記耐食性金属は、前記把持具の前記把持部の前記耐食性金属と同材質で
あることを特徴とする請求項７～１０のいずれかに記載の自己昇降式水域プラットフォー
ム。
【請求項１２】
　前記支持脚の前記耐食性金属の部位は、クラッド鋼で形成されていることを特徴とする
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請求項７～１１のいずれかに記載の自己昇降式水域プラットフォーム。
【請求項１３】
　請求項７～１２のいずれかに記載の自己昇降式水域プラットフォームを水域の所定の地
点まで移動させる工程と、
　前記自己昇降式水域プラットフォームの前記支持脚を前記自己昇降式水域プラットフォ
ームの前記プラットフォーム本体部に対して下方向に相対移動させて、前記プラットフォ
ーム本体部を水面よりも上方に上昇させる工程と、
　を有する一方、前記支持脚を別の杭に置き換える工程は有さず、前記支持脚を恒久的に
使用することを特徴とする水域構造物の施工方法。
【請求項１４】
　プラットフォーム本体部にさらに杭設置用の部位を備えた請求項７～１２のいずれかに
記載の自己昇降式水域プラットフォームを水域の所定の地点まで移動させる工程と、
　前記自己昇降式水域プラットフォームの前記支持脚を前記自己昇降式水域プラットフォ
ームの前記プラットフォーム本体部に対して下方向に相対移動させて、前記プラットフォ
ーム本体部を水面よりも上方に上昇させる工程と、
　少なくとも、プラットフォーム完成時において干満帯に位置する部位が、耐食性金属の
無垢材で形成された管杭、もしくは、少なくとも、プラットフォーム完成時において干満
帯に位置する部位の外表面が、耐食性金属で被覆された鋼管杭を、前記杭設置用の部位を
介して水底に打設する工程と、
　を有する一方、前記支持脚を別の杭に置き換える工程は有さず、前記支持脚を恒久的に
使用することを特徴とする水域構造物の施工方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自己昇降式水域プラットフォームおよびそれに用いる把持具ならびに水域構
造物の施工方法に関する。ここで、本願において、「プラットフォーム」とは、その上で
作業可能な領域を提供する人工地盤のことである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、波浪等の影響を受けやすい離島海域では、自己昇降式台船を利用して、海面より
も高い位置にプラットフォームを構築していた。具体的な構築手順は次の通りである。自
己昇降式台船の台船本体の四隅に設けられた４本の支持脚（レグ、スパッド）を昇降機で
台船本体に対して下方に相対移動させ、４本の支持脚（レグ、スパッド）が海底面から反
力を得ることによって台船本体を海面より高いところへ上昇させる。そして、台船本体を
海面より高いところへ上昇させた状態のまま、台船本体に予め開けてある複数の杭挿入用
の穴に杭を通して海底に打ち込む。海底への杭の打ち込み後、台船本体と杭を一体化させ
る。その後、４本の支持脚（レグ、スパッド）を取り除いて、台船本体の四隅においても
杭に置き換え、プラットフォームを完成させる（例えば、特許文献１、２参照）。
【０００３】
　海面よりも高い位置にプラットフォームを構築することにより、プラットフォームは波
浪等の影響を受けにくくなり、海底に対して固定されていない船体と比べて、動揺等の影
響を大幅に減少させることができる。
【０００４】
　また、海面よりも高い位置にプラットフォームを構築する際に自己昇降式台船を利用す
ることにより、杭を海底に打設してその後に上部工（プラットフォーム）を製作する工法
よりも、現場での施工期間を短縮させることができる。
【０００５】
　しかしながら、海上での施工であることには変わりはなく、気象条件の影響を受けやす
いため、現場での施工期間をさらに短縮することが求められている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－２０４３９９号公報
【特許文献２】特開２０１３－１２３９３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、水面よりも高い位置にプラットフォ
ームを構築する際の現場での施工期間を従来よりもさらに短縮することができる自己昇降
式水域プラットフォームおよびそれに用いる把持具ならびに水域構造物の施工方法を提供
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　近年、社会インフラストラクチャーの長寿命化を目的とした取り組みが各方面において
行われてきており、自己昇降式水域プラットフォームにおいても、耐食性金属を用いた支
持脚や、耐食性金属を被覆した支持脚が使用され始めている。しかしながら、自己昇降式
水域プラットフォームにおいて、プラットフォーム本体部を水面よりも上方に上昇させる
ためには、把持具で支持脚を把持しながら支持脚をプラットフォーム本体部に対して下方
に相対移動させる必要がある。従来は自己昇降式水域プラットフォームの把持具の把持部
（被把持材（支持脚）を把持する把持部）に炭素鋼を用いていたため、耐食性金属を用い
た支持脚や耐食性金属が外表面に被覆された支持脚を用いても、従来の把持具で把持する
と、支持脚の耐食性金属に炭素鋼のさびや炭素鋼の微粒子が食い込み、それが発錆の起点
となって、耐食性金属を用いた支持脚や耐食性金属が外表面に被覆された支持脚を用いた
場合でも孔食やすき間腐食が発生することがあった。このため、プラットフォーム本体部
を水面よりも上方に上昇させるために用いる支持脚には、従来は仮設の支持脚を用い、最
終的にはその仮設の支持脚を恒久的に用いる管杭（耐食性金属の無垢材で形成された管杭
や耐食性金属が外表面に被覆された鋼管杭）に交換する必要があった。
【０００９】
　このため、従来の自己昇降式台船を利用した水域プラットフォームの構築方法では、仮
設の支持脚を引き抜き、その箇所に新たな管杭を設置する工程が必要であり、その分現場
での工期が長くなっていた。
【００１０】
　本発明は、以下の自己昇降式水域プラットフォームおよびそれに用いる把持具ならびに
水域構造物の施工方法により、前記課題を解決して、現場での施工期間を従来よりもさら
に短縮することができるようにした。
【００１１】
　即ち、本発明に係る把持具の第１の態様は、自己昇降式水域プラットフォームの支持脚
の把持に用いる把持具であって、前記支持脚を把持する把持部が、耐食性金属で形成され
ていることを特徴とする把持具である。
【００１２】
　ここで、本願において、耐食性金属とは、炭素鋼よりも高い耐食性を有する金属のこと
を意味する。
【００１３】
　また、前記把持具において、前記支持脚を把持する把持部とは、前記支持脚と直接に接
する表面だけでなく、該表面から一定の距離だけ内部に入った領域も含む概念である。換
言すると、前記把持具において、前記支持脚を把持する把持部とは、前記支持脚と直接に
接する表面および該表面から一定の距離だけ内部に入った領域からなる部位のことである
。本段落で述べたことは、本願の他の箇所に記載した「把持部」においても同様である。
【００１４】
　本発明に係る把持具の第２の態様は、自己昇降式水域プラットフォームの支持脚の把持
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に用いる把持具であって、前記支持脚を把持する把持部が、耐食性金属および該耐食性金
属の表面に設けられた樹脂層で形成されていることを特徴とする把持具である。
【００１５】
　前記耐食性金属は、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性を有
する金属であることが好ましい。
【００１６】
　ここで、本願において、孔食指数とは、ステンレス鋼中に含有されるＣｒ、Ｍｏ、Ｎの
含有量（質量％）を用いて計算される指数であり、孔食指数＝Ｃｒ＋３．３Ｍｏ＋１６Ｎ
の式（式中の各元素記号はその元素の含有量を表している）により計算される値（質量％
表示の値）のことである。
【００１７】
　前記耐食性金属として、例えば、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバルト基合金、チ
タン、およびチタン合金のうちのいずれかを用いてもよい。
【００１８】
　また、前記把持部の前記耐食性金属の部位は、前記耐食性金属の無垢材で形成してもよ
いし、前記耐食性金属を被覆して形成してもよい。具体的には、例えば、前記耐食性金属
を肉盛溶接または溶射して形成することもできる。
【００１９】
　前記把持具は、常時、水面より上に配置されているようにしてもよい。
【００２０】
　本発明に係る自己昇降式水域プラットフォームは、プラットフォーム本体部と、前記プ
ラットフォーム本体部に取り付けられた前記把持具と、前記プラットフォーム本体部に対
して上下方向に相対移動可能な支持脚と、を有し、前記支持脚は前記把持具によって把持
されて、前記プラットフォーム本体部に対して取り付けられており、かつ、前記支持脚の
部位のうち、少なくとも、プラットフォーム完成時において干満帯に位置する部位が、耐
食性金属の無垢材で形成された管で形成されているか、もしくは、耐食性金属が外表面に
被覆された鋼管で形成されていることを特徴とする自己昇降式水域プラットフォームであ
る。
【００２１】
　ここで、支持脚とは、プラットフォーム本体部の重量を水底の地盤に伝達して当該プラ
ットフォーム本体部を下方から支持する部材のことである。
【００２２】
　また、本願において、「プラットフォーム完成時」とは、所定の地点において、前記支
持脚を前記自己昇降式水域プラットフォームの前記プラットフォーム本体部に対して下方
向に相対移動させて、前記プラットフォーム本体部を水面よりも上方に所定の高さ位置ま
で上昇させて、水域構造物（プラットフォーム）を完成させた時のことである。
【００２３】
　また、把持具はプラットフォーム本体部に取り付けられているが、その取り付け態様は
他の部材を介して間接的に取り付けられていることも含む概念である。
【００２４】
　また、本願において、干満帯とは、朔望平均干潮面と朔望平均満潮面との間の領域を含
む領域で、厳しい腐食環境であると判断されて、耐食性金属を配置することが望ましいと
判断される領域のことである。具体的には例えば、朔望平均干潮面よりも１ｍ下の高さ位
置から朔望平均満潮面の高さ位置までの範囲を干満帯と判断することが多い。
【００２５】
　また、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管には、外表面が耐食性金属で覆われたクラ
ッド鋼製の鋼管の他、鋼材表面に耐食性金属をライニング、肉盛溶接または金属溶射した
鋼管等が含まれる。
【００２６】
　前記自己昇降式水域プラットフォームは、水に浮かぶことができることが好ましい。
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【００２７】
　前記支持脚の前記耐食性金属は、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上
の耐食性を有する金属であることが好ましい。
【００２８】
　前記支持脚の前記耐食性金属として、例えば、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバル
ト基合金、チタン、およびチタン合金のうちのいずれかを用いてもよい。
【００２９】
　前記支持脚の前記耐食性金属は、前記把持具の前記把持部の前記耐食性金属と同材質で
あることが好ましい。
【００３０】
　前記支持脚の前記耐食性金属の部位は、クラッド鋼で形成されていることが好ましい。
【００３１】
　本発明に係る水域構造物の施工方法の第１の態様は、前記自己昇降式水域プラットフォ
ームを水域の所定の地点まで移動させる工程と、前記自己昇降式水域プラットフォームの
前記支持脚を前記自己昇降式水域プラットフォームの前記プラットフォーム本体部に対し
て下方向に相対移動させて、前記プラットフォーム本体部を水面よりも上方に上昇させる
工程と、を有する一方、前記支持脚を別の杭に置き換える工程は有さず、前記支持脚を恒
久的に使用することを特徴とする水域構造物の施工方法である。
【００３２】
　ここで、「恒久的に使用」とは、仮設で使用するのではなく、水域構造物が完成した暁
には、当該水域構造物の一部を構成していることを意味する。
【００３３】
　本発明に係る水域構造物の施工方法の第２の態様は、プラットフォーム本体部にさらに
杭設置用の部位を備えた前記自己昇降式水域プラットフォームを水域の所定の地点まで移
動させる工程と、前記自己昇降式水域プラットフォームの前記支持脚を前記自己昇降式水
域プラットフォームの前記プラットフォーム本体部に対して下方向に相対移動させて、前
記プラットフォーム本体部を水面よりも上方に上昇させる工程と、少なくとも、プラット
フォーム完成時において干満帯に位置する部位が、耐食性金属の無垢材で形成された管杭
、もしくは、少なくとも、プラットフォーム完成時において干満帯に位置する部位の外表
面が、耐食性金属で被覆された鋼管杭を、前記杭設置用の部位を介して水底に打設する工
程と、を有する一方、前記支持脚を別の杭に置き換える工程は有さず、前記支持脚を恒久
的に使用することを特徴とする水域構造物の施工方法である。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明に係る自己昇降式水域プラットフォームによれば、水面よりも高い位置にプラッ
トフォームを構築する際の現場での施工期間を従来よりもさらに短縮することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームの据え付け前の状
態の側面図
【図２】図１のＩＩ－ＩＩ線断面図（プラットフォーム本体部１２の水平断面図）
【図３】本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームに用いる昇降装置
１４の水平断面を模式的に示す断面図
【図４】本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームに適用可能な昇降
装置１８（昇降装置１４の変形例）の水平断面を模式的に示す断面図
【図５】本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームを据え付けて、水
域構造物を構築する際の施工の一工程を模式的に示す側面図
【図６】同じく施工の一工程を模式的に示す側面図
【図７】同じく施工の一工程を模式的に示す側面図
【図８】同じく施工の一工程を模式的に示す側面図
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【図９】本発明の第２実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームの据え付け前の状
態の側面図
【図１０】本発明の第２実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームに用いる昇降装
置６２の水平断面を模式的に示す断面図
【図１１】本発明の第３実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームを据え付けて、
水域構造物を構築する際の施工の一工程（プラットフォーム本体部１２を朔望平均満潮面
５４よりも上方に上昇させた段階）を模式的に示す側面図
【図１２】本発明の第４実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォームを据え付けて、
水域構造物を構築する際の施工の一工程（プラットフォーム本体部１２を朔望平均満潮面
５４よりも上方に上昇させた段階）を模式的に示す側面図
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００３７】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０の据え付け
前の状態の側面図であり、図２は、図１のＩＩ－ＩＩ線断面図（プラットフォーム本体部
１２の水平断面図）である。
【００３８】
　図１に示すように、本第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０は、プ
ラットフォーム本体部１２と、昇降装置１４と、支持脚２２とを備えてなり、水域の所定
の据え付け地点において、支持脚２２を昇降装置１４により、プラットフォーム本体部１
２に対して下方に相対移動させることにより、支持脚２２が水底に到達した後、水底から
の反力を得て、この反力によりプラットフォーム本体部１２を水面よりも上方に上昇させ
ることができ、水域構造物を構築できるようになっている。図１の状態は、自己昇降式水
域プラットフォーム１０の据え付け前の状態であり、この状態で、自己昇降式水域プラッ
トフォーム１０を据え付け地点まで移動させる。水上運搬時に支障が無ければ、支持脚２
２の下端は、支持脚設置用鋼管１２Ａの下端より下方に突出させてもよい。支持脚２２の
下端を支持脚設置用鋼管１２Ａの下端より下方に突出させることにより、水上運搬時の重
心を下げることができ、水上運搬時の動揺に対する安定性を向上させることができる。ま
た、水上運搬時においても、水中に位置する部位には電気防食を適用することができる。
【００３９】
　プラットフォーム本体部１２は、図１および図２に示すように、上下方向の厚さが小さ
い直方体状の形状であり、上方から見ると長方形であり、支持脚設置用鋼管１２Ａ、杭設
置用鋼管１２Ｂ、側面鋼板１２Ｃ、隔壁鋼板１２Ｄ、底鋼板１２Ｅ、天井鋼板１２Ｆを有
してなる。
【００４０】
　支持脚設置用鋼管１２Ａは四隅に配置されており、その内部空間を支持脚２２が上下方
向に貫通できるような内径を有しており、支持脚設置用の部位となる。また、杭設置用鋼
管１２Ｂは、支持脚設置用鋼管１２Ａ同士の間隔のうち、長辺側の間隔をほぼ等間隔に分
割する位置に２本ずつ配置されており、その内部空間を鋼管杭３０（図８参照）が上下方
向に貫通できるような内径を有しており、杭設置用の部位となる。
【００４１】
　側面鋼板１２Ｃはプラットフォーム本体部１２の側面を構成している。また、対向する
側面鋼板１２Ｃ同士の間には、側面鋼板１２Ｃと平行に複数の隔壁鋼板１２Ｄが縦横に配
置されており、対向する側面鋼板１２Ｃ同士の間の間隔をほぼ等間隔に分割している。
【００４２】
　支持脚設置用鋼管１２Ａ同士の間、支持脚設置用鋼管１２Ａと杭設置用鋼管１２Ｂとの
間、および杭設置用鋼管１２Ｂ同士の間は、隔壁鋼板１２Ｄによってそれぞれ連結されて
いる。支持脚設置用鋼管１２Ａおよび杭設置用鋼管１２Ｂと隔壁鋼板１２Ｄとの連結は溶
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接によりなされている。
【００４３】
　プラットフォーム本体部１２の底面には底鋼板１２Ｅが配置され、プラットフォーム本
体部１２の天井面には天井鋼板１２Ｆが配置されているが、底鋼板１２Ｅおよび天井鋼板
１２Ｆのどちらにも、支持脚設置用鋼管１２Ａおよび杭設置用鋼管１２Ｂの外径に対応す
る円形の孔が設けられている。このため、支持脚２２が支持脚設置用鋼管１２Ａの内部空
間を貫通できるようになっており、また、鋼管杭３０が杭設置用鋼管１２Ｂの内部空間を
貫通できるようになっている。
【００４４】
　支持脚設置用鋼管１２Ａおよび杭設置用鋼管１２Ｂならびに側面鋼板１２Ｃおよび隔壁
鋼板１２Ｄの下端部は、それぞれ底鋼板１２Ｅと溶接されて連結されており、支持脚設置
用鋼管１２Ａおよび杭設置用鋼管１２Ｂならびに側面鋼板１２Ｃおよび隔壁鋼板１２Ｄの
上端部は、それぞれ天井鋼板１２Ｆと溶接されて連結されている。
【００４５】
　このため、プラットフォーム本体部１２の内部空間は、支持脚設置用鋼管１２Ａおよび
杭設置用鋼管１２Ｂの部位を除き、密閉された空間となっており、この密閉空間によって
プラットフォーム本体部１２は浮力を得ることができ、自己昇降式水域プラットフォーム
１０全体が水に浮くことができるようになっている。したがって、自己昇降式水域プラッ
トフォーム１０を水面に浮かせた状態で曳航または回航して、据え付け地点まで移動させ
ることができる。また、曳航も回航もせず、台船に載せて据え付け地点まで移動させるこ
ともできる。自己昇降式水域プラットフォーム１０を台船に載せて据え付け地点まで移動
させる場合には、自己昇降式水域プラットフォーム１０全体が水に浮くことができない場
合でも、水域の所定の地点に据え付けることができる。本発明に係る自己昇降式水域プラ
ットフォームにおいて、その全体が水に浮くことができるかどうかは必須の条件ではない
。
【００４６】
　所定の地点に自己昇降式水域プラットフォーム１０が据え付けられた後、プラットフォ
ーム本体部１２の上面は図示せぬ鋼板等の板材で覆い、支持脚設置用鋼管１２Ａおよび杭
設置用鋼管１２Ｂの貫通孔を塞ぎ、プラットフォーム本体部１２の上面で安全に作業でき
るようにする。
【００４７】
　なお、プラットフォーム本体部１２の大きさが比較的小さく、支持脚２２のみでプラッ
トフォーム本体部１２を十分に支持できる場合には、杭設置用鋼管１２Ｂを省略してもよ
い。
【００４８】
　昇降装置１４は、支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して下方向に相対移動
させる役割を有し、昇降装置１４が支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して下
方向に相対移動させる動きを続けることで、支持脚２２の下端が水底の地盤に押し込まれ
ていき、支持脚２２は水底の地盤から上方向の反力を得て、その反力に支持されてプラッ
トフォーム本体部１２は上方に移動し、水面よりも高い位置に達する。
【００４９】
　昇降装置１４は、支持脚設置用鋼管１２Ａの位置と対応するようにプラットフォーム本
体部１２の上面の四隅に取り付けられており、常時、水面より上に配置されている。
【００５０】
　図３は、自己昇降式水域プラットフォーム１０に用いる昇降装置１４の水平断面を模式
的に示す断面図である。
【００５１】
　昇降装置１４は、図３に示すような６つの把持具１６を上下２段で備えており、合計１
２個の把持具１６を備えている。上段の把持具１６は把持するか把持しないかのどちらか
の動作をするが、下段の把持具は把持するか把持しないかの動作に加えて、図示せぬ圧入
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機（油圧で駆動するピストン－シリンダ機構（図示せず）を備えた圧入機）によって昇降
装置１４を支点にして支持脚２２の挿入方向（図３紙面に垂直方向）に所定の距離を上下
動できる。上段および下段のどちらも、６つの把持具１６は、対向するもの同士で３組の
ペアになっている。６つの把持具１６が同時に、対向するもの同士の間の距離を縮める方
向に移動することで、対向する把持具１６同士が支持脚２２の外面を挟み込んで、支持脚
２２を把持するようになっている。支持脚２２を把持する把持具１６の前記動作は、油圧
で駆動するピストン－シリンダ機構（図示せず）によってなされる。把持具１６の内面を
含む把持部１６Ａは支持脚２２の外面に沿う形状になっており、対向する把持具１６同士
が確実に支持脚２２を把持できるようになっている。把持具１６の内面を含む把持部１６
Ａの表面に、支持脚２２の外面に損傷を与えない程度に凹凸を設けて摩擦力を向上させる
ようにしてもよい。なお、油圧で駆動する前記ピストン－シリンダ機構としては、具体的
には例えば、「特開昭６２－２９１３１３号公報」や「着床式洋上風力発電導入ガイドブ
ック（第一版）（平成２７年９月、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発
機構）」に記載された機構を用いることができる。
【００５２】
　昇降装置１４の１２個の把持具１６は、昇降装置１４を構成する部材の１つであるので
、昇降装置１４の他の部材を介してプラットフォーム本体部１２に取り付けられているこ
とになる。また、前述したように、昇降装置１４は、常時、水面よりも上に配置されてい
るので、昇降装置１４の備える１２個の把持具１６も、常時、水面よりも上に配置されて
いる。
【００５３】
　上段の６つの把持具１６が支持脚２２の外面を把持しない状態で、下段の６つの把持具
１６が支持脚２２の外面を挟み込んで把持し、昇降装置１４の図示せぬ圧入機が下段のそ
れぞれ６つの把持具１６を下方向に移動させ、支持脚２２をプラットフォーム本体部１２
に対して下方向に相対移動させる。下段の６つの把持具１６が所定の距離だけ下方向に移
動したら、上段の６つの把持具１６も支持脚２２の外面を把持する。その後、下段の６つ
の把持具１６を支持脚２２の外径方向（対向する把持具１６同士の間の距離を広げる方向
）に移動させて、支持脚２２を解放する。そして、下段の６つの把持具１６を前記所定の
距離だけ上方向に引き戻して支持脚２２を把持する。再度、上段の把持具１６を支持脚２
２の外径方向に移動させて支持脚２２の外面を把持しない状態とし、下段の把持具１６を
下方向に移動させて支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して下方向に相対移動
させる。この動きを繰り返すことで、支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して
下方向に相対移動させることを繰り返し行うことができ、支持脚２２の下端が水底の地盤
に押し込まれていく。そして、支持脚２２は水底の地盤から上方向の反力を得て、その反
力に支持されてプラットフォーム本体部１２は上方向に移動し、水面よりも高い位置に達
する。
【００５４】
　把持具１６の把持部１６Ａは、その内面で支持脚２２の外面を挟み込んで把持する部位
であり、耐食性金属の無垢材で形成されているか、もしくは耐食性金属が被覆されて形成
されている。耐食性金属を被覆して形成する場合、具体的には、例えば、耐食性金属を肉
盛溶接または溶射することで形成することができる。把持具１６の把持部１６Ａに用いる
耐食性金属としては、具体的には例えば、炭素鋼よりも高い耐食性を有するステンレス鋼
、ニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、およびチタン合金等のうちのいずれかを用
いることができる。炭素鋼よりも高い耐食性を有する金属であれば、ステンレス鋼、ニッ
ケル基合金、コバルト基合金、チタン、およびチタン合金以外の金属であっても用いるこ
とができる。
【００５５】
　把持具１６の把持部１６Ａは、耐食性金属で形成されているため、水域で用いてもさび
はほとんど発生しない。したがって、把持具１６の把持部１６Ａが、支持脚２２の外表面
を把持しても、支持脚２２の外表面にさびを食い込ませることはない。また、把持具１６
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の把持部１６Ａを形成している金属の微粒子が支持脚２２の外表面に食い込んだとしても
、その食い込んだ金属の微粒子は耐食性金属であるため、発錆する恐れはほとんどない。
このため、支持脚２２を、昇降装置１４により水底の地盤に押し込んで据え付けても、支
持脚２２が、耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくは耐食性金属が外表面
に被覆された鋼管であれば、支持脚２２に孔食やすき間腐食が発生することはほとんどな
い。このため、プラットフォーム本体部１２を水面よりも上方に上昇させるために用いる
支持脚２２に、耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくは耐食性金属が外表
面に被覆された鋼管を用いることで、据え付けた支持脚２２を仮設ではなく恒久的に使用
することができる。
【００５６】
　従来は昇降装置の把持具の把持部（被把持材（支持脚）を把持する把持部）に炭素鋼を
用いていたため、支持脚に耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくは耐食性
金属が外表面に被覆された鋼管を用いても、従来の把持具で把持すると、支持脚の耐食性
金属に炭素鋼のさびや炭素鋼の微粒子が食い込み、それが発錆の起点となって、耐食性金
属の無垢材で形成された支持脚や耐食性金属が外表面に被覆された支持脚を用いても孔食
やすき間腐食が発生することがあった。このため、プラットフォーム本体部を水面よりも
上方に上昇させるために用いる支持脚には、従来は仮設の支持脚を用い、最終的にはその
仮設の支持脚を恒久的に用いる管杭（耐食性金属の無垢材で形成された管杭、もしくは耐
食性金属が外表面に被覆された鋼管杭）に交換する必要があった。
【００５７】
　このため、従来の自己昇降式台船を利用した水域プラットフォームの構築方法では、仮
設の支持脚を引き抜き、その箇所に新たな管杭を設置する工程が必要であり、その工程の
分だけ現場での工期が長くなっていた。
【００５８】
　本第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム１０では、前述したように、把持具
１６の把持部１６Ａは、耐食性金属で形成されており、さびもほとんど発生しないため、
耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくは耐食性金属が外表面に被覆された
鋼管である支持脚２２を用いることで、据え付けた支持脚２２を仮設ではなく恒久的に使
用することができる。
【００５９】
　このため、本第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム１０を用いて水域構造物
を構築する際には、現場での施工期間を従来よりもさらに短縮することができる。この効
果は、後述する第２～第５実施形態においても、同様に得ることができる。
【００６０】
　なお、自己昇降式水域プラットフォーム１０に用いる昇降装置１４の把持具は、図３に
示すような６つの把持具１６を上下２段で備えているものでなくてもよく、上下２段の各
段の把持具の数は複数であればよい。例えば図４に示す昇降装置１８のように、４つの把
持具２０を上下２段で備えているものであってもよい（昇降装置１４の変形例）。ただし
、昇降装置１８においても、把持具２０の把持部２０Ａは、耐食性金属で形成されている
ことが必要である。
【００６１】
　以上説明したように、本第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム１０の把持具
１６の把持部１６Ａには耐食性金属を用いているが、発錆の生じる可能性をより小さくす
る観点から、把持具１６の把持部１６Ａに用いる耐食性金属としては、孔食指数が４０で
あるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性を有する金属を用いることがより好ましい。
【００６２】
　支持脚２２は、水底の地盤から上方向の反力を得て、プラットフォーム本体部１２を下
方から支持する役割を有する。
【００６３】
　自己昇降式水域プラットフォーム１０の据え付け前の状態においては、図１に示すよう
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に、支持脚２２は、プラットフォーム本体部１２の上面よりも上方に立設された状態にな
っている。支持脚２２の下端部が昇降装置１４の把持具１６に把持されることにより、こ
のような状態になっている。
【００６４】
　自己昇降式水域プラットフォーム１０を所定の水域に据え付ける際には、支持脚２２を
昇降装置１４により、プラットフォーム本体部１２に対して下方に相対移動させることに
より、支持脚２２が水底の地盤に到達して、支持脚２２が水底の地盤からの反力を得る。
そして、この反力によりプラットフォーム本体部１２を水面よりも上方に上昇させること
ができ、水域構造物を構築することができる。
【００６５】
　支持脚２２は、その全長が、耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくは耐
食性金属が外表面に被覆された鋼管である。このため、水域構造物の支持脚として恒久的
に使用することができ、寿命は１００年以上と想定される。
【００６６】
　支持脚２２に用いる耐食性金属としては、炭素鋼よりも高い耐食性を有する金属であれ
ば用いることができるが、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性
を有する金属を用いることがより好ましく、具体的には例えば、孔食指数が４０以上であ
るステンレス鋼や、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性を有す
るニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、およびチタン合金等のうちのいずれかを用
いることがより好ましい。孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性
を有する金属であれば、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、およ
びチタン合金以外の金属であっても好適に用いることができる。
【００６７】
　ただし、異種金属の接触による腐食を防止するため、支持脚２２に用いる耐食性金属は
、把持具１６の把持部１６Ａを形成する耐食性金属と同じ金属を用いることが好ましい。
【００６８】
　前述したように、支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して下方向に相対移動
させる昇降装置１４の把持具１６の把持部１６Ａは、耐食性金属で形成されているため、
さびもほとんど発生しない。このため、昇降装置１４の把持具１６によって把持されて、
支持脚２２がプラットフォーム本体部１２に対して下方向に相対移動させられ、把持具１
６の把持部１６Ａを形成している金属の微粒子が支持脚２２の外表面に食い込んだとして
も、その食い込んだ金属の微粒子は耐食性金属であるため、発錆する恐れはほとんどない
。このため、昇降装置１４の把持具１６によって把持されて、支持脚２２がプラットフォ
ーム本体部１２に対して下方向に相対移動させられても、支持脚２２が耐食性金属の無垢
材で形成された管であるか、もしくは耐食性金属が外表面に被覆された鋼管であれば、孔
食やすき間腐食の発生はほとんど起こらない。
【００６９】
　このため、本第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム１０の支持脚２２は、所
定の水域に据え付けられた後、恒久的に支持脚として使用することができる。
【００７０】
　支持脚２２として、例えば、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管を用いる場合は、耐
食性金属の無垢材で形成された管を用いるよりも費用が安価になる。耐食性金属の被覆の
中で、耐食性金属層（例えばステンレス鋼の層）が下地の鋼材と面で接合しているクラッ
ド鋼や肉盛溶接、溶射は、せん断応力に対して強く、特にクラッド鋼は大径管にも適用が
容易である。
【００７１】
　また、支持脚２２の水中部の部位に電気防食も行って、支持脚２２の腐食をさらに強力
に防止するようにしてもよい。
【００７２】
　次に、本第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム１０を所定の水域に据え付け
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て、水域構造物４０を構築する際の施工手順を、図５～図８を用いて説明する。図５～図
８は、所定の水域に自己昇降式水域プラットフォーム１０を据え付けて、水域構造物４０
を構築する際の施工の工程を模式的に示す側面図である。
【００７３】
　まず、図５に示すように、支持脚２２がプラットフォーム本体部１２よりも上方に突出
した状態の自己昇降式水域プラットフォーム１０を水面５２に浮かべた状態で、据え付け
地点まで曳航または回航する。曳航も回航もせず、自己昇降式水域プラットフォーム１０
を台船に載せて据え付け地点まで移動させてもよい。自己昇降式水域プラットフォーム１
０を台船に載せて据え付け地点まで移動させる場合には、自己昇降式水域プラットフォー
ム１０全体が水に浮くことができない場合でも、水域の所定の地点に据え付けることがで
きる。
【００７４】
　据え付ける所定の地点への自己昇降式水域プラットフォーム１０の移動が完了したら、
支持脚２２を昇降装置１４により、プラットフォーム本体部１２に対して下方に相対移動
させることにより、図６に示すように、支持脚２２を水底５０に到達させる。そして、図
７に示すように、支持脚２２を昇降装置１４により、プラットフォーム本体部１２に対し
てさらに下方に相対移動させることにより、支持脚２２が水底５０の地盤からの反力を得
て、この反力によりプラットフォーム本体部１２を水面５２よりも上方に上昇させること
ができる。水底５０の地盤に貫入した支持脚２２の内側には、所定の位置までグラウト材
を充填して固定することが好ましい。
【００７５】
　次に、鋼管杭３０をクレーン等で吊り上げて、上方から杭設置用鋼管１２Ｂの内側を貫
通するように下方に移動させて、図８に示すように、水底５０の地盤に貫入させる。この
ようにして、鋼管杭３０を順次設置して、水域構造物４０を完成させる。
【００７６】
　鋼管杭３０は、その全長にわたって、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管である。こ
のため、水域構造物の鋼管杭として恒久的に使用することができる。
【００７７】
　鋼管杭３０に用いる耐食性金属としては、炭素鋼よりも高い耐食性を有する金属であれ
ば用いることができるが、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性
を有する金属を用いることがより好ましく、具体的には例えば、孔食指数が４０以上であ
るステンレス鋼や、孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性を有す
るニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、およびチタン合金等のうちのいずれかを用
いることがより好ましい。孔食指数が４０であるステンレス鋼と比べて同等以上の耐食性
を有する金属であれば、ステンレス鋼、ニッケル基合金、コバルト基合金、チタン、およ
びチタン合金以外の金属であっても好適に用いることができる。
【００７８】
　耐食性金属が外表面に被覆された鋼管である鋼管杭３０に替えて、耐食性金属の無垢材
で形成された管杭を用いてもよい。
【００７９】
　ただし、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管である鋼管杭３０を用いる場合の方が、
耐食性金属の無垢材で形成された管杭を用いるよりも費用が安価になる。
【００８０】
　また、鋼管杭３０の水中部の部位に電気防食も行って、鋼管杭３０の腐食をさらに強力
に防止するようにしてもよい。
【００８１】
　なお、鋼管杭３０の上端部とプラットフォーム本体部１２との連結は適宜に行えばよく
、例えば、ボルト等を用いて機械的に固定してもよく、それに加えてさらに、鋼管杭３０
の上端部（杭設置用鋼管１２Ｂの内側に位置する部位）と杭設置用鋼管１２Ｂとの間にグ
ラウト材を充填して固定をより強固にしてもよい。
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【００８２】
　また、支持脚２２は昇降装置１４に把持された状態であるので、昇降装置１４を撤去す
るのであれば、まず、支持脚２２の上端部とプラットフォーム本体部１２との連結を、鋼
管杭３０と同様に適宜に行う。例えば、ボルト等を用いて機械的に固定してもよく、それ
に加えてさらに、支持脚２２の上端部（支持脚設置用鋼管１２Ａの内側に位置する部位）
と支持脚設置用鋼管１２Ａとの間にグラウト材を充填して固定をより強固にしてもよい。
支持脚２２の上端部とプラットフォーム本体部１２との連結が完了したら、昇降装置１４
の把持具１６による支持脚２２への締め付けを解放して、昇降装置１４を撤去することが
できる。また、プラットフォーム本体の上面から突出する支持脚２２も切断、撤去するこ
とができる。
【００８３】
　最後に、プラットフォーム本体部１２の上面を図示せぬ鋼板等の板材で覆い、支持脚設
置用鋼管１２Ａおよび杭設置用鋼管１２Ｂの貫通孔を塞ぎ、プラットフォーム本体部１２
の上面で安全に作業できるようにする。
【００８４】
　なお、プラットフォーム本体部１２の大きさが比較的小さく、支持脚２２のみでプラッ
トフォーム本体部１２を十分に支持できる場合には、鋼管杭３０を設置しなくてもよく、
その場合には、杭設置用鋼管１２Ｂを備えないプラットフォーム本体部を用いる。
【００８５】
　以上、本発明の第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０について説明
したが、昇降装置１４によって支持脚２２をプラットフォーム本体部１２に対して下方に
相対移動させるだけでは、支持脚２２が十分な深さまで水底の地盤に埋め込まれない場合
も考えられる。このような場合には、既存の一般的な工法である回転杭工法、打込み杭工
法や埋込み杭工法を用いて、水底の地盤の所定の深さまで支持脚２２を埋め込むようにし
てもよい。
【００８６】
　ただし、それらの既存の一般的な工法を用いて支持脚２２を埋め込む場合には、埋め込
む支持脚２２について昇降装置１４の把持を解除することが必要である。埋め込む支持脚
２２について昇降装置１４の把持を解除する場合は、４本の支持脚２２のうち１本のみ把
持を解除するようにし、さらに１本以上の鋼管杭３０で支持された状態にしておくことが
必要である。すなわち、合計で４本以上の支持脚２２および／または鋼管杭３０で支持さ
れた状態で１本の支持脚２２の把持を解除するようにする。
【００８７】
（第２実施形態）
　図９は、本発明の第２実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム６０の据え付け
前の状態の側面図であり、図１０は、自己昇降式水域プラットフォーム６０の昇降装置６
２の水平断面を模式的に示す断面図である。本第２実施形態の説明において、第１実施形
態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０と同一の構成要素には同一の符号を用い、
説明は省略する。
【００８８】
　第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０の昇降装置１４の把持具１６
において、把持部１６Ａは、耐食性金属で形成（耐食性金属の無垢材で形成されているか
、もしくは耐食性金属が被覆されて形成）されていたが、本第２実施形態においては、図
１０に示す昇降装置６２の把持具６４のように、把持部６４Ａを、耐食性金属６４Ａ１お
よび該耐食性金属６４Ａ１の表面に設けられた樹脂層６４Ａ２で形成して、耐食性金属６
４Ａ１の表面（把持具６４の内面）が樹脂層６４Ａ２で覆われるようにしている。
【００８９】
　樹脂層６４Ａ２として使用可能な樹脂としては、例えば、塩化ゴム系樹脂、酢酸ビニル
樹脂、アクリル樹脂、アルキド樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂
、シリコン樹脂、ポリアミドイミド樹脂（PAI）、ポリイミド樹脂（PI）、ポリエチレン
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樹脂（PE）、ポリプロピレン樹脂（PP）、塩化ビニル樹脂（PVC）、ポリエチレンテレフ
タレート樹脂（PET）、ポリエステル樹脂（PS）、ポリメタクリル酸メチル樹脂（PMMA）
、ポエーテルサルフォン樹脂（PES）、ポリフェニレンサルファイド（PPS）、ポリエーテ
ルエーテルケトン（PEEK）、ポリエーテルイミド（PEI）、四フッ化エチレン樹脂（PTFE
）、パーフルオロアルキルビニルエーテル－四フッ化エチレン共重合体樹脂（PFA）、四
フッ化エチレン－エチレン共重合体樹脂（ETFE）、四フッ化エチレン－六フッ化プロピレ
ン共重合体樹脂（FEP）、フッ化ビニリデン樹脂（PVdF）、パーフルオロアルキルアクリ
レートがあり、これらの樹脂のうちの少なくとも１つを含む樹脂層により、樹脂層６４Ａ
２を形成することができる。
【００９０】
　前記のような樹脂のうちの少なくとも１つを含んで形成された樹脂層６４Ａ２は、摩擦
係数が比較的小さくなる（例えば炭素鋼の摩擦係数よりも小さくなる）ため、表面には鉄
粉が付着しにくく、自己昇降式水域プラットフォームを組み立てる製作工場のように、鉄
粉の飛来が比較的多い環境であっても、本第２実施形態に係る自己昇降式水域プラットフ
ォーム６０の昇降装置６２の把持具６４の内面（把持部６４Ａの表面）には鉄粉が付着し
にくい。
【００９１】
　このため、自己昇降式水域プラットフォーム６０の組立て後の製作工場内での保管期間
が長くなっても、把持部６４Ａの内面には鉄粉が付着しにくく、把持部６４Ａが支持脚２
２を挟み込んだ際に、鉄粉が支持脚２２の外表面に食い込む可能性は小さくなる。鉄粉が
支持脚２２の外表面に食い込むと発錆の原因となる可能性がある。
【００９２】
　樹脂層６４Ａ２の厚さは、２０μｍ～５００μｍであることが好ましい。樹脂層６４Ａ
２の厚さが２０μｍ未満では、樹脂層６４Ａ２に小さな孔（ピンホール）が発生しやすい
。一方、５００μｍ以上では、樹脂層６４Ａ２にしわや剥離が発生しやすくなる。樹脂層
６４Ａ２の厚さが５００μｍ以上になると、樹脂層６４Ａ２にしわや剥離が発生しやすく
なる理由は、塗装によって樹脂層６４Ａ２を設ける場合、溶剤が揮発する際に樹脂層６４
Ａ２が収縮するため、膜厚が大きいほど収縮による内部応力が大きくなるためであり、ま
た、熱を加えて樹脂を溶融させて付着する場合、金属と樹脂との熱膨張差に起因する内部
応力が、膜厚が大きいほど大きくなるためである。
【００９３】
　樹脂層６４Ａ２に小さな孔（ピンホール）を発生させにくくする観点および樹脂層６４
Ａ２にしわや剥離を発生させにくくする観点から、樹脂層６４Ａ２の厚さは、５０μｍ～
３００μｍであることが特に好ましい。
【００９４】
　なお、第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０の昇降装置１４の把持
具１６の内面に鉄粉を付着させにくくする対策として、保管時（自己昇降式水域プラット
フォーム１０の組立て後の製作工場内での保管時）における把持具１６の内面（把持部１
６Ａの表面）に養生を行うことや、把持具１６の使用前に把持具１６の内面（把持部１６
Ａの表面）を清掃すること等の対策も考えられるが、本第２実施形態のように、把持具６
４の内面（把持部６４Ａの表面）を樹脂層６４Ａ２で覆っておくことも有効である。
【００９５】
　また、樹脂層６４Ａ２は金属よりも柔らかいため、使用を繰り返しているうちに磨耗や
剥離が生じることも想定される。しかし、定期的に補修をすることで性能を保持すること
ができる。また、樹脂層６４Ａ２が剥離したとしても、その下は耐食性金属６４Ａ１であ
るので、保管期間が短期間である場合（保管期間が短期間であれば鉄粉の付着も少なくな
る）には、実用上問題なく使用することができる。
【００９６】
　また、第１実施形態で用いる昇降装置１４と同様に、上下２段の各段の把持具の数は複
数であればよく、上下２段の各段の把持具の数は６つに限定されるわけではない。
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【００９７】
　また、本第２実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム６０を所定の水域に据え付け
て、水域構造物を構築する際の施工手順は、第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォ
ーム１０を所定の水域に据え付けて、水域構造物４０を構築する際の施工手順と同様であ
る。したがって、本第２実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム６０の昇降装置
６２は、常時、水面よりも上に配置されており、昇降装置６２の備える１２個の把持具６
４も、常時、水面よりも上に配置されている。
【００９８】
（第３実施形態）
　図１１は、本発明の第３実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム７０を据え付
けて、水域構造物を構築する際の施工の一工程（プラットフォーム本体部１２を朔望平均
満潮面５４よりも上方に上昇させた段階）を模式的に示す側面図である。本第３実施形態
の説明において、第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０と同一の構成
要素には同一の符号を用い、説明は省略する。
【００９９】
　第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０で用いる支持脚２２は、その
全長が、耐食性金属の無垢材で形成された管であるか、もしくはその全長について耐食性
金属が外表面に被覆された鋼管であったが、本第３実施形態に係る自己昇降式水域プラッ
トフォーム７０で用いる支持脚７２は、プラットフォーム完成時において干満帯よりも下
方に位置する部位７２Ｂ（以下、干満帯よりも下方に位置する部位７２Ｂと記す。）およ
びプラットフォーム完成時において干満帯よりも上方に位置する部位７２Ｃ（以下、干満
帯よりも上方に位置する部位７２Ｃと記す。）には普通鋼の鋼管を用いており、プラット
フォーム完成時において干満帯に位置する部位７２Ａ（以下、干満帯に位置する部位７２
Ａと記す。）のみ、耐食性金属の無垢材で形成された管、もしくは耐食性金属が外表面に
被覆された鋼管で形成している。このため、本第３実施形態に係る自己昇降式水域プラッ
トフォーム７０で用いる支持脚７２は、第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォ
ーム１０で用いる支持脚２２よりも安価になっている。なお、本願において、普通鋼の鋼
管とは、耐食性金属の無垢材で形成された鋼管、もしくは耐食性金属が外表面に被覆され
た鋼管のいずれでもない鋼管のことである。
【０１００】
　本第３実施形態においては、支持脚７２の部位のうち、プラットフォーム完成時におい
て朔望平均干潮面５６よりも下方に位置する部位（以下、朔望平均干潮面５６よりも下方
に位置する部位と記す。）は、電気防食を行って腐食を防いでいる。したがって、干満帯
に位置する部位７２Ａのうち、朔望平均干潮面５６よりも下方に位置する部位は、耐食性
金属による防食と電気防食による防食の両方が適用されていることになる。干満帯に位置
する部位７２Ａよりも上方に位置する部位（プラットフォーム完成時において朔望平均満
潮面５４よりも上方に位置する部位）にはエポキシ樹脂系塗料やエポキシ樹脂系ガラスフ
レーク含有塗料、超厚膜形エポキシ樹脂系樹脂塗料、超厚膜形ポリウレタン樹脂系塗料な
どによる塗装を適用したり、ポリエチレンやウレタンエラストマーなどによる重防食被覆
を適用したり、鉄筋コンクリートやモルタルによる被覆防食を適用することにより腐食を
防いでいる。
【０１０１】
　支持脚７２の部位のうち、干満帯に位置する部位７２Ａは厳しい腐食環境にさらされて
いるだけでなく、水面の漂流物による衝突などによる機械的な損傷を受ける可能性もある
。このため、支持脚２２の部位のうち、干満帯に位置する部位７２Ａには、耐食性が高い
だけでなく、機械的損傷を受けにくい耐食性金属を配置することが望ましい。
【０１０２】
　なお、本第３実施形態において用いる鋼管杭（図示せず）の構成は、支持脚７２の構成
と同様の構成になっている。
【０１０３】
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　また、本第３実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム７０を所定の水域に据え付け
て、水域構造物を構築する際の施工手順は、第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォ
ーム１０を所定の水域に据え付けて、水域構造物４０を構築する際の施工手順と同様であ
る。ただし、自己昇降式水域プラットフォーム７０を所定の水域に運搬する際には、支持
脚７２の部位のうち、高耐食性金属が配置された部位を把持具１６で把持して運搬するこ
とに留意する。高耐食性金属が配置されていない部位（ここでは、当該部位を炭素鋼が配
置された部位として説明する。）を把持具１６で把持すると、把持具１６の把持部１６Ａ
の表面に炭素鋼のさびや炭素鋼の微粒子が食い込むおそれがあり、把持部１６Ａの表面に
炭素鋼のさびや炭素鋼の微粒子が食い込んだ把持具１６で、支持脚７２の高耐食性金属が
配置された部位を把持すると、支持脚７２の高耐食性金属に炭素鋼のさびや炭素鋼の微粒
子が食い込み、それが発錆の起点となるおそれがあるからである。
【０１０４】
（第４実施形態）
　図１２は、本発明の第４実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム８０を据え付
けて、水域構造物を構築する際の施工の一工程（プラットフォーム本体部１２を朔望平均
満潮面５４よりも上方に上昇させた段階）を模式的に示す側面図である。本第４実施形態
の説明において、第１実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム１０と同一の構成
要素には同一の符号を用い、説明は省略する。
【０１０５】
　第３実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム７０で用いる支持脚７２において
は、干満帯よりも下方に位置する部位７２Ｂおよび干満帯よりも上方に位置する部位７２
Ｃには普通鋼の鋼管を用いており、干満帯に位置する部位７２Ａのみ、耐食性金属の無垢
材で形成された管、もしくは耐食性金属が外表面に被覆された鋼管で形成していたが、本
第４実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム８０で用いる支持脚８２は、プラッ
トフォーム完成時において干満帯よりも下方に位置する部位８２Ｂ（以下、干満帯よりも
下方に位置する部位８２Ｂと記す。）には普通鋼の鋼管を用いており、プラットフォーム
完成時において干満帯に位置する部位８２Ａ（以下、干満帯に位置する部位８２Ａと記す
。）およびプラットフォーム完成時において干満帯よりも上方に位置する部位８２Ｃ（以
下、干満帯よりも上方に位置する部位８２Ｃと記す。）には、耐食性金属の無垢材で形成
された管、もしくは、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管を用いている。このため、本
第４実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム８０で用いる支持脚８２は、第３実
施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム７０で用いる支持脚７２よりも耐食性金属
の使用量が多くなっているが、干満帯よりも上方に位置する部位８２Ｃに、第３実施形態
の説明の中で記載したような防食被覆を施すことは不要となっている。
【０１０６】
　本第４実施形態においては、支持脚８２の部位のうち、朔望平均干潮面５６よりも下方
に位置する部位は、電気防食を行って腐食を防いでいる。したがって、干満帯に位置する
部位８２Ａのうち、朔望平均干潮面５６よりも下方に位置する部位は、耐食性金属による
防食と電気防食による防食の両方が適用されていることになる。
【０１０７】
　なお、本第４実施形態において用いる鋼管杭（図示せず）の構成は、支持脚８２の構成
と同様の構成になっている。
【０１０８】
　また、本第４実施形態の自己昇降式水域プラットフォーム８０を所定の水域に据え付け
て、水域構造物を構築する際の施工手順は、第１実施形態の自己昇降式水域プラットフォ
ーム１０を所定の水域に据え付けて、水域構造物４０を構築する際の施工手順と同様であ
る。
【０１０９】
（第５実施形態）
　第４実施形態に係る自己昇降式水域プラットフォーム８０で用いる支持脚８２において
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ており、干満帯に位置する部位８２Ａおよび干満帯よりも上方に位置する部位８２Ｃには
、耐食性金属の無垢材で形成された管、もしくは、耐食性金属が外表面に被覆された鋼管
を用いていた。このような支持脚８２は、ある程度の水深がある地点に設置する場合であ
って、朔望平均干潮面５６よりも下方に位置する部位に高耐食性金属を用いるよりも、朔
望平均干潮面５６よりも下方に位置する部位に電気防食を適用した方がコスト的に有利に
なる場合にメリットがある。
【０１１０】
　一方、支持脚を水深の浅い地点に設置する場合には、プラットフォーム完成時において
干満帯に位置する部位（以下、干満帯に位置する部位と記す。）およびプラットフォーム
完成時において干満帯よりも下方に位置する部位（以下、干満帯よりも下方に位置する部
位と記す。）に電気防食を適用せず、前記部位に高耐食性金属を用いる方がコスト的に有
利になる場合がある。
【０１１１】
　本第５実施形態は、このような場合の実施形態であり、干満帯に位置する部位および干
満帯よりも下方に位置する部位に高耐食性金属を用い、プラットフォーム完成時において
干満帯よりも上方に位置する部位には防食被覆を施した普通鋼を用いた実施形態である。
なお、第５実施形態についての図示は省略する。
【符号の説明】
【０１１２】
　１０、６０、７０、８０…自己昇降式水域プラットフォーム
　１２…プラットフォーム本体部
　１２Ａ…支持脚設置用鋼管
　１２Ｂ…杭設置用鋼管
　１２Ｃ…側面鋼板
　１２Ｄ…隔壁鋼板
　１２Ｅ…底鋼板
　１２Ｆ…天井鋼板
　１４、１８、６２…昇降装置
　１６、２０、６４…把持具
　１６Ａ、２０Ａ、６４Ａ…把持部
　２２、７２、８２…支持脚
　３０…鋼管杭
　４０…水域構造物
　５０…水底
　５２…水面
　５４…朔望平均満潮面
　５６…朔望平均干潮面
　６４Ａ１…耐食性金属
　６４Ａ２…樹脂層
　７２Ａ、８２Ａ…干満帯に位置する部位
　７２Ｂ、８２Ｂ…干満帯よりも下方に位置する部位
　７２Ｃ、８２Ｃ…干満帯よりも上方に位置する部位
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